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はじめに

建設投資推計は，わが国の建設活動の動向を出

来高ベースで把握するもので，国内市場規模とそ

の構造を明らかにすることを目的として作成され

ている。

本年度においても，平成１４年４月に「平成１４年

度建設投資見通し」をとりまとめたのでその概要

について紹介する。

平成１４年度の建設投資見通しの
概要

平成１４年度の建設投資は，前年度比５．４％減

の５７兆１，３００億円となる見通しである。

� 平成１４年度建設投資を政府・民間別に見る

と，政府投資は２５兆１，１００億円（前年度比８．９％

減），民間投資は３２兆２００億円（同２．６％減）とな

り，建築・土木別には，建築投資が２８兆８，５００

億円（同３．９％減），土木投資が２８兆２，８００億円

（同６．９％減）となる見通しである（表―１）。

� 平成１４年度の建設投資を実質ベースで見る

と，５９兆１，６００億円（前年度比４．７％減）となる

見通しで，政府・民間別には，政府が２５兆９，３００

億円（同８．２％減），民間が３３兆２，３００億円（同

１．８％減）となり，建築・土木別には，建築が２９

兆９，２００億円（同３．１％減），土木が２９兆２，４００億

円（同６．３％減）となる見通しである（表―

２）。

� 平成１３年度の建設投資は前年度比９．２％減の

６０兆４，１００億円となる見込みである。このうち

政府投資は同９．５％減の２７兆５，５００億円，民間投

資は同８．９％減の３２兆８，６００億円と見込まれ，建

築・土木別には，建築が同１０．７％減の３０兆２００

億円，土木が同７．６％減の３０兆３，９００億円となる

見込みである。

� 昭和５９年度以降，建設投資は前年度比プラス

で推移し，平成４年度には８４兆円に達した。し

かし，バブル崩壊後民間建設投資が減少し，平

成６，７年度と８０兆円台を下回ったものの平成

８年度は民間住宅投資の増加により８０兆円台を

回復した。その後，平成１０年度まで７０兆円強を

維持したが，平成１１年度以降から民間投資，政

府投資ともに減少して６０兆円台を推移し平成１４

年度は６０兆円を下回る見通しとなった（図―

１）。

� 平成１４年度の建設投資額を地域別（１０ブロッ

ク）に見ると，すべての地域において前年度の

水準を下回る見通しである（表―３）。
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表―１ 建設投資（名目値）の推移
（単位：億円） 対前年比 （単位：％）

年 度
項 目

１０年度 １１年度
１２年度
（見込み）

１３年度
（見込み）

１４年度
（見通し）

１０年度 １１年度
１２年度
（見込み）

１３年度
（見込み）

１４年度
（見通し）

総 計 ７１４，２６９ ６８５，０３９ ６６５，０００ ６０４，１００ ５７１，３００ △５．０ △４．１ △２．９ △９．２ △５．４

１． 建 築 ３４９，１１５ ３４６，５３５ ３３６，２００ ３００，２００ ２８８，５００ △１２．５ △０．７ △３．０ △１０．７ △３．９
�住 宅 ２０９，９２４ ２１７，９５５ ２１２，５００ １９４，６００ １８９，５００ △１２．０ ３．８ △２．５ △８．４ △２．６

政 府 １２，３０３ １０，７１７ １０，９００ １０，９００ ９，３００ △１０．２ △１２．９ １．７ ０．０ △１４．７
民 間 １９７，６２１ ２０７，２３８ ２０１，５００ １８３，７００ １８０，２００ △１２．１ ４．９ △２．８ △８．８ △１．９

�非 住 宅 １３９，１９１ １２８，５８０ １２３，７００ １０５，６００ ９９，０００ △１３．２ △７．６ △３．８ △１４．６ △６．３
政 府 ３６，４７２ ３４，７２５ ３０，３００ ２３，７００ ２０，９００ △１０．０ △４．８ △１２．７ △２１．８ △１１．８
民 間 １０２，７１９ ９３，８５５ ９３，４００ ８２，０００ ７８，１００ △１４．２ △８．６ △０．５ △１２．２ △４．８
鉱 工 業 １７，７１５ １２，９９４ １７，４００ ― ― △３１．９ △２６．６ ３３．９ ― ―
そ の 他 ８５，００４ ８０，８６１ ７６，０００ ― ― △９．３ △４．９ △６．０ ― ―

２． 土 木 ３６５，１５４ ３３８，５０４ ３２８，８００ ３０３，９００ ２８２，８００ ３．４ △７．３ △２．９ △７．６ △６．９
�政 府 ２９１，１５５ ２７３，９３７ ２６３，２００ ２４０，９００ ２２０，９００ ５．７ △５．９ △３．９ △８．５ △８．３
�ア公 共 事 業 ２５８，９６９ ２４３，２４６ ２３２，８００ ２１３，２００ １９７，４００ ６．９ △６．１ △４．３ △８．４ △７．４
�イそ の 他 ３２，１８６ ３０，６９１ ３０，４００ ２７，７００ ２３，５００ △３．０ △４．６ △０．９ △８．９ △１５．２
�民 間 ７３，９９９ ６４，５６７ ６５，６００ ６３，０００ ６１，９００ △４．７ △１２．７ １．６ △４．０ △１．７

再

掲

（総計） 政府 ３３９，９３０ ３１９，３７９ ３０４，４００ ２７５，５００ ２５１，１００ ３．１ △６．０ △４．７ △９．５ △８．９
民間 ３７４，３３９ ３６５，６６０ ３６０，６００ ３２８，６００ ３２０，２００ △１１．３ △２．３ △１．４ △８．９ △２．６

（建築） 政府 ４８，７７５ ４５，４４２ ４１，２００ ３４，６００ ３０，２００ △１０．１ △６．８ △９．３ △１６．０ △１２．７
民間 ３００，３４０ ３０１，０９３ ２９５，０００ ２６５，６００ ２５８，３００ △１２．９ ０．３ △２．０ △１０．０ △２．７

（土木） 政府 ２９１，１５５ ２７３，９３７ ２６３，２００ ２４０，９００ ２２０，９００ ５．７ △５．９ △３．９ △８．５ △８．３
民間 ７３，９９９ ６４，５６７ ６５，６００ ６３，０００ ６１，９００ △４．７ △１２．７ １．６ △４．０ △１．７

民間非住宅
１７６，７１８ １５８，４２２ １５９，０００ １４５，０００ １４０，０００ △１０．５ △１０．４ ０．４ △８．８ △３．４

（建築＋土木）

（注）１． 平成１２年度～平成１４年度は，四捨五入により１００億円単位の値としたので各項目の合計は必ずしも総計と一致しない。
２． 昭和６０年４月に日本電信電話公社，昭和６２年４月に日本国有鉄道が民営化され，政府建設から民間建設に移行した。

表―２ 建設投資（実質値）の推移
（単位：億円） 対前年比 （単位：％）

年 度
項 目

１０年度 １１年度
１２年度
（見込み）

１３年度
（見込み）

１４年度
（見通し）

１０年度 １１年度
１２年度
（見込み）

１３年度
（見込み）

１４年度
（見通し）

総 計 ７２１，２７９ ６９８，７４３ ６７６，８００ ６２０，９００ ５９１，６００ △３．１ △３．１ △３．１ △８．３ △４．７

１． 建 築 ３５２，３８５ ３５３，２３４ ３４２，４００ ３０８，９００ ２９９，２００ △１０．７ ０．２ △３．１ △９．８ △３．１
�住 宅 ２１２，２５６ ２２２，３３４ ２１６，７００ ２００，６００ １９６，９００ △１０．０ ４．７ △２．５ △７．４ △１．８

政 府 １２，４１３ １０，９２２ １１，１００ １１，２００ ９，６００ △８．３ △１２．０ １．６ ０．９ △１４．３
民 間 １９９，８４４ ２１１，４１３ ２０５，６００ １８９，３００ １８７，４００ △１０．１ ５．８ △２．７ △７．９ △１．０

�非 住 宅 １４０，１２８ １３０，９００ １２５，７００ １０８，３００ １０２，３００ △１１．６ △６．６ △４．０ △１３．８ △５．５
政 府 ３６，７０９ ３５，３４６ ３０，８００ ２４，３００ ２１，６００ △８．４ △３．７ △１２．９ △２１．１ △１１．１
民 間 １０３，４１９ ９５，５５４ ９４，９００ ８４，１００ ８０，７００ △１２．７ △７．６ △０．７ △１１．４ △４．０
鉱 工 業 １７，８３６ １３，２２９ １７，７００ ― ― △３０．７ △２５．８ ３３．８ ― ―
そ の 他 ８５，５８３ ８２，３２４ ７７，３００ ― ― △７．７ △３．８ △６．１ ― ―

２． 土 木 ３６８，８９４ ３４５，５０９ ３３４，４００ ３１２，０００ ２９２，４００ ５．３ △６．３ △３．２ △６．７ △６．３
�政 府 ２９３，９６２ ２７９，３４７ ２６７，４００ ２４７，１００ ２２８，２００ ７．６ △５．０ △４．３ △７．６ △７．６
�ア公 共 事 業 ２６１，３６９ ２４７，８９７ ２３６，４００ ２１８，６００ ２０３，８００ ８．８ △５．２ △４．６ △７．５ △６．８
�イそ の 他 ３２，５９３ ３１，４５０ ３１，０００ ２８，５００ ２４，４００ △１．１ △３．５ △１．４ △８．１ △１４．４
�民 間 ７４，９３３ ６６，１６２ ６７，０００ ６５，０００ ６４，２００ △２．８ △１１．７ １．３ △３．０ △１．２

再

掲

（総計） 政府 ３４３，０８３ ３２５，６１５ ３０９，３００ ２８２，６００ ２５９，３００ ５．０ △５．１ △５．０ △８．６ △８．２
民間 ３７８，１９６ ３７３，１２８ ３６７，５００ ３３８，４００ ３３２，３００ △９．５ △１．３ △１．５ △７．９ △１．８

（建築） 政府 ４９，１２１ ４６，２６８ ４１，９００ ３５，５００ ３１，２００ △８．４ △５．８ △９．４ △１５．３ △１２．１
民間 ３０３，２６３ ３０６，９６６ ３００，５００ ２７３，４００ ２６８，０００ △１１．０ １．２ △２．１ △９．０ △２．０

（土木） 政府 ２９３，９６２ ２７９，３４７ ２６７，４００ ２４７，１００ ２２８，２００ ７．６ △５．０ △４．３ △７．６ △７．６
民間 ７４，９３３ ６６，１６２ ６７，０００ ６５，０００ ６４，２００ △２．８ △１１．７ １．３ △３．０ △１．２

民間非住宅
１７８，３５２ １６１，７１６ １６１，９００ １４９，０００ １４４，９００ △８．８ △９．３ ０．１ △８．０ △２．８

（建築＋土木）

（注）１． 平成７年度価格による。
２． 平成１２年度～平成１４年度は，四捨五入により１００億円単位の値としたので各項目の合計は必ずしも総計と一致しない。
３． 昭和６０年４月に日本電信電話公社，昭和６２年４月に日本国有鉄道が民営化され，政府建設から民間建設に移行した。
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図―１　建設投資額（名目）の推移�
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政府建設投資の動向

平成１４年度の政府建設投資は，前年度比８．９

％減の２５兆１，１００億円となる見通しである。

� 平成１４年度当初予算の地方単独事業費（前年

度比１０．０％減）および一般公共事業費（前年度

比１０．８％減）が減少すること等から，政府建設

投資は前年度比８．９％減の２５兆１，１００億円となる

見通しである。

� このうち，建築投資は前年度比１２．７％減の３

兆２００億円となり，その内訳は住宅投資が同１４．７

％減の９，３００億円，非住宅建築投資が同１１．８％

減の２兆９００億円となる見通しである。

土木投資は，前年度比８．３％減の２２兆９００億円

となり，そのうち公共事業は同７．４％減の１９兆

７，４００億円，公共事業以外は，同１５．２％減の２

兆３，５００億円となる見通しである。

住宅投資の動向

平成１４年度の住宅投資は，着工戸数はおおむ

ね１１０万戸台半ば程度と前年度に比べ若干減少

するものと見込まれ，投資ベースでは，前年度

比２．６％減の１８兆９，５００億円となる見通しであ

る。

� 住宅取得をめぐる環境は，低金利等住宅建設

にプラスとなる要因はあるものの，雇用・所得

環境の先行き不安が解消されないこと等から，

平成１４年度の新設住宅着工戸数は，おおむね１１０

万戸台半ば程度と平成１３年度を若干下回るもの

と見込まれる。

（参考） 政府建設投資の概念区分
住宅
非住宅 治山，治水，海岸

道路
港湾，漁港，空港
生活環境施設（公園，下水道，環境衛生）
災害関係
その他の公共事業（農業基盤，林道等）
地方公営関係事業等（鉄道，電力・ガス，上・工業用水道，その他）

建築

政府建設投資
公共事業

土木
その他
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住宅投資

（参考） 住宅投資の概念区分
政府住宅

民間住宅

５

� 民間住宅投資は，前年度比１．９％減の１８兆２００

億円となる見通しである。これに政府住宅投資

を合わせた平成１４年度の住宅投資全体では，前

年度比２．６％減の１８兆９，５００億円となる見通しで

ある。

� 平成１３年度の新設住宅着工戸数は，対前年度

比３．３％減の１１７万３千戸（１２年度：１２１万３千

戸）となった。利用関係別に見ると，持家は３７

万７千戸（対前年度比１３．９％減），貸家は４４万

２千戸（同５．８％増），給与住宅は１万戸（同８．４

％減），分譲住宅は３４万４千戸（同０．７％減）と

なっている。

投資ベースでは，前年度比８．４％減の１９兆

４，６００億円となる見込みである。

民間非住宅建設投資の動向

平成１４年度の民間非住宅建設投資（非住宅建

築および土木計）は，前年度比３．４％減の１４兆

円となる見通しである。

� 平成１４年度の民間非住宅建設投資（非住宅建

築および土木）は，企業の設備投資計画が前年

に比べ下回っていることなどから，前年度比３．４

％減の１４兆円となる見通しである。

このうち，民間非住宅建築投資は，前年度比

４．８％減の７兆８，１００億円となる見通しである。

また，民間土木投資は，前年度比１．７％減の

６兆１，９００億円となる見通しである。

� 平成１３年度の民間非住宅建築は，投資ベース

では，前年度比１２．２％減の８兆２，０００億円とな

る見込みである。

また，民間土木投資は，前年度比４．０％減の

６兆３，０００億円となる見通しである。

表―３ 平成１３・１４年度地域別建設投資見通し
（名目値） （単位：億円，％）

工種 平成１３年度 平成１４年度 増加率
平成１３年度
構成比

全 国 計 ６０４，１００ ５７１，３００ △５．４ １００．０
建築 ３００，２００ ２８８，５００ △３．９ １００．０
土木 ３０３，９００ ２８２，８００ △６．９ １００．０

北海道 計 ４０，６００ ３８，０００ △６．４ ６．７
建築 １２，９００ １２，３００ △４．７ ４．３
土木 ２７，７００ ２５，６００ △７．６ ９．１

東 北 計 ５４，５００ ５１，２００ △６．１ ９．０
建築 ２１，０００ ２０，２００ △３．８ ７．０
土木 ３３，４００ ３１，０００ △７．２ １１．０

関 東 計 １９２，２００ １８３，３００ △４．６ ３１．８
建築 １１６，７００ １１２，４００ △３．７ ３８．９
土木 ７５，５００ ７０，９００ △６．１ ２４．８

北 陸 計 ３５，４００ ３３，３００ △５．９ ５．９
建築 １３，７００ １３，２００ △３．６ ４．６
土木 ２１，７００ ２０，１００ △７．４ ７．１

中 部 計 ７５，０００ ７１，０００ △５．３ １２．４
建築 ３６，８００ ３５，５００ △３．５ １２．３
土木 ３８，２００ ３５，５００ △７．１ １２．６

近 畿 計 ８０，２００ ７６，１００ △５．１ １３．３
建築 ４６，５００ ４４，７００ △３．９ １５．５
土木 ３３，７００ ３１，４００ △６．８ １１．１

中 国 計 ３７，０００ ３４，８００ △５．９ ６．１
建築 １５，２００ １４，６００ △３．９ ５．１
土木 ２１，７００ ２０，２００ △６．９ ７．１

四 国 計 ２１，０００ １９，７００ △６．２ ３．５
建築 ８，６００ ８，２００ △４．７ ２．９
土木 １２，４００ １１，５００ △７．３ ４．１

九 州 計 ６１，５００ ５７，７００ △６．２ １０．２
建築 ２５，６００ ２４，５００ △４．３ ８．５
土木 ３５，９００ ３３，２００ △７．５ １１．８

沖 縄 計 ６，８００ ６，３００ △７．４ １．１
建築 ３，１００ ２，９００ △６．５ １．０
土木 ３，７００ ３，４００ △８．１ １．２

（注）１００億円単位で四捨五入しているので，総計等
は必ずしも一致しない。

（参考） 民間非住宅建設投資の概念区分
建築 非住宅

鉄道（JR，私鉄）
電信・電話（NTT）
電力（９電力等）
私営ガス
民間土地造成
民間構築物（その他）

民間非住宅
建設投資

土木
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平成14年度�
主要建設資材需要見通し�

国土交通省総合政策局建設振興課労働資材対策室�

▲7.0

▲6.0

▲5.0

▲4.0

▲3.0

▲2.0

▲1.0

0.0

1.0

2.0

対前年度比（％）�

セメント�

6,400万t�

対前年比�

▲5.6％�

生コン�

13,300万m3�

対前年比�

▲5.0％�

骨材�

41,500万m3�

対前年比�

▲5.8％�

木材�

1,475万m3�

対前年比�

▲3.0％�

普通鋼鋼材�

2,480万t�

対前年比�

▲4.6％�

アスファルト�

335万t�

対前年比�

▲6.4％�

棒グラフは，平成13年度の実績値（骨材は推定値，セメントと�
アスファルトは実績見込み値）との対比です。�

１
２

はじめに

国土交通省では，建設資材の需給を安定化し，

建設活動の円滑な実施を図ること等を目的とし

て，毎年度，予算成立後に公表される「建設投資

見通し（国土交通省総合政策局情報管理部建設調

査統計課）」を踏まえて，建設事業に使用される

主要な建設資材について年間需要の推計を公表し

ている。平成１４年度の「建設投資見通し」は平成

１４年４月３０日に，「主要建設資材需要見通し」は

平成１４年６月１０日に公表したところであり，以下

に「平成１４年度建設投資見通し（国土交通省総合

政策局情報管理部建設調査統計課）」の概要と併

せて報告する。

平成１４年度建設投資見通し

� 平成１４年度の建設投資は，総額５７兆１，３００億

円（前年度比５．４％減）（「名目値」，以下同じ）

になる見通しである（表―１）。

� 政府・民間別に見ると，政府投資は２５兆

１，１００億円（前年度比８．９％減），民間投資は３２

兆２００億円（同２．６％減）となり，建築・土木別

に は，建 築 投 資 が２８兆８，５００億 円（同３．９％

減），土木投資が２８兆２，８００億円（同６．９％減）

となる見通しである。

	 建設投資の推移を見ると，昭和５９年度以降，
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図―１　建設投資額（名目）の推移�
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建設投資は前年度比プラスで推移し，平成４年

度には８４兆円に達した。しかし，バブル崩壊後

民間建設投資が減少し，平成６，７年度と８０兆

円台を下回ったものの平成８年度は民間住宅投

資の増加により８０兆円台を回復した。その後平

成１０年度まで７０兆円強を維持したが，平成１１年

度以降から民間投資，政府投資ともに減少して

６０兆円台を維持し平成１４年度は６０兆円を下回る

見通しとなった（図―１）。


 平成１４年度の建設投資額を地域別（１０ブロッ

ク）に見ると，すべての地域において前年度の

水準を下回る見通しである。

平成１４年度主要建設資材需要見
通し

� 対象建設資材等

�セメント，�生コンクリート，�骨材，砕

石，�木材，�普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼，�

アスファルトの六資材九品目の国内における需要

量の見通しである。

平成１４年度の主要建設資材の需要見通しについ

ての推計方法は，「平成１４年度建設投資見通し」

の建築（住宅，非住宅），土木（政府，民間）等

の項目ごとの平成１４年度建設投資見通し額に，建

設資材ごとの原単位（工事費１００万円当たりの建

設資材需要量）を乗じたものを基準に，各建設資

材の需要量実績等を考慮して予測を行っている。

なお，各対象建設資材における推計対象量の定

義は，次のとおりである。

� セメント

国内メーカーの国内販売量に海外メーカーから

の輸入量を加えた販売等の量を対象としている。

「国内販売等量」＝「国内販売量」＋「輸入量」

なお，表―２および図―２の平成１２年度需要量

実績および平成１３年度需要量実績見込み（以下

「実績値」という）の「国内販売等量」は，（社）

表―１ 平成１４年度建設投資見通し

平成１２年度（見込み） 平成１３年度（見込み） 平成１４年度（見通し）
伸び率

１３／１２ １４／１３

建設投資（名目値）［兆円］ ６６．５ ６０．４ ５７．１ －９．２％ －５．４％
政 府 ３０．４ ２７．６ ２５．１ －９．５％ －８．９％
民間住宅 ２０．２ １８．４ １８．０ －８．８％ －１．９％
民間非住宅建設 １５．９ １４．５ １４．０ －８．８％ －３．４％

建設投資（実質値）［兆円］ ６７．７ ６２．１ ５９．２ －８．３％ －４．７％
政 府 ３０．９ ２８．３ ２５．９ －８．６％ －８．２％
民間住宅 ２０．６ １８．９ １８．７ －７．９％ －１．０％
民間非住宅建設 １６．２ １４．９ １４．５ －８．０％ －２．８％
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表
―
２

主
要
建
設
資
材
の
国
内
需
要
量
の
推
移

国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
労
働
資
材
対
策
室

平
成
１４
年
６
月
１０
日

現
在

セ
メ
ン
ト

（
販
売
等
量
）

生
コ
ン
ク
リ
ー
ト

（
出
荷
量
）

木
材

（
製
材
品
出
荷
量
）

普
通
鋼
鋼
材

（
建
設
向
け
受
注
量
）

ア
ス
フ
ァ
ル
ト

（
建
設
向
け
販
売
等
量
）

形
鋼

（
建
設
向
け
受
注
量
）

小
形
棒
鋼

（
建
設
向
け
出
荷
量
）

千
t

前
年
比（
％
）

千
m
3

前
年
比（
％
）

千
m
3

前
年
比（
％
）

千
t

前
年
比（
％
）

千
t

前
年
比（
％
）

千
t

前
年
比（
％
）

千
t

前
年
比（
％
）

年 度 計 （ 平 成 ２ 年 度 〜 ）

平
成
２
年
度

８６
，２
８６

９
．６

１９
７
，５
４２

―
２９
，８
８６

０
．２

３６
，１
４５

６
．７

１０
，１
１８

８
．３

１４
，８
３９

１１
．４

４
，６
７１

１
．３

３
年
度

８５
，２
８７

▲
１
．２

１９
２
，１
８２

▲
２
．７

２８
，１
０７

▲
６
．０

３１
，８
１２

▲
１２
．０

８
，５
２２

▲
１５
．８

１２
，７
４２

▲
１４
．１

４
，５
５８

▲
２
．４

４
年
度

８２
，１
４２

▲
３
．７

１８
１
，９
５８

▲
５
．３

２７
，３
２４

▲
２
．８

２８
，７
１５

▲
９
．７

８
，０
９３

▲
５
．０

１１
，２
１２

▲
１２
．０

４
，８
００

５
．３

５
年
度

７８
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▲
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３３

▲
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２２
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０
．０

２３
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８０

▲
６
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２８
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２
．８
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．２
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度

８２
，４
１７

２
．５

１８
０
，２
５５

２
．６

２４
，３
９５

２
．２

３０
，６
５９

６
．９

８
，１
１４

１２
．３

１１
，８
３６

▲
１
．３

４
，２
６６

０
．５

９
年
度

７６
，５
７３

▲
７
．１

１６
７
，６
２１

▲
７
．０

２１
，１
０３

▲
１３
．５

２８
，６
４２

▲
６
．６

７
，３
０３

▲
１０
．０

１１
，３
７３

▲
３
．９

４
，１
１７

▲
３
．５

１０
年
度

７０
，７
１９

▲
７
．６

１５
３
，３
１０

▲
８
．５

１８
，９
２４

▲
１０
．３

２５
，７
１５

▲
１０
．２

６
，３
９９

▲
１２
．４

１０
，５
５４

▲
７
．２

３
，７
７７

▲
８
．３

１１
年
度

７１
，５
１５

１
．１

１５
１
，１
６７

▲
１
．４

１８
，３
９６

▲
２
．８

２６
，８
６３

４
．５

６
，７
０４

４
．８

１０
，７
２６

１
．６

３
，８
２３

１
．２

１２
年
度

７１
，４
３５

▲
０
．１

１４
９
，５
０１

▲
１
．１

１７
，２
８２

▲
６
．１

２８
，０
２４

４
．３

６
，８
９６

２
．９

１１
，０
０１

２
．６

３
，８
０４

▲
０
．５

１３
年
度
（
H１
３
．４
～
累
計
）

６７
，８
１１

P
▲
５
．１

１３
９
，９
６８

▲
６
．４

１５
，１
９６

▲
１２
．１

２６
，０
０４

▲
７
．２

６
，０
１１

▲
１２
．８

１０
，６
９５

▲
２
．８

３
，５
８０

P
▲
５
．９

平 成 １２ 年 度

平
成
１２
年
４
月

５
，４
７５

▲
３
．６

１１
，７
０４

▲
５
．１

１
，５
３０

▲
６
．７

２
，１
９５

５
．７

５８
６

２１
．７

８９
１

２
．９

２７
７

▲
３
．１

５
月

５
，４
９５

６
．４

１１
，５
５７

５
．８

１
，５
０４

▲
３
．６

２
，２
５７

６
．６

５７
４

６
．０

９０
２

１
．９

２２
０

３
．１

６
月

５
，９
９３

３
．２

１２
，９
６０

５
．７

１
，５
３１

▲
６
．１

２
，３
７０

５
．０

５８
９

０
．３

９５
３

３
．５

２４
９

０
．５

７
月

６
，０
８７

▲
０
．２

１２
，９
２３

▲
０
．８

１
，４
９５

▲
７
．２

２
，３
０８

２
．９

５６
９

▲
２
．６

９３
１

０
．２

２９
０

０
．８

８
月

５
，６
６１

７
．３

１１
，９
５４

６
．２

１
，４
１５

▲
４
．６

２
，３
６０

８
．６

６０
１

７
．１

９１
８

７
．６

２８
０

３
．６

９
月

６
，０
３６

２
．１

１２
，５
７８

０
．４

１
，４
８０

▲
４
．５

２
，４
７７

９
．４

５９
９

９
．３

９５
２

５
．６

３０
０

▲
０
．９

１０
月

６
，５
６７

０
．４

１３
，６
３８

▲
１
．３

１
，５
３４

▲
２
．９

２
，５
８６

９
．７

６５
０

１４
．９

１
，０
００

４
．０

３２
９

１
．１

１１
月

６
，５
９９

▲
１
．５

１３
，６
７２

▲
１
．８

１
，４
８６

▲
７
．９

２
，５
１４

６
．９

６１
６

８
．５

９７
４

６
．５

３８
２

▲
２
．９

１２
月

６
，９
０２

０
．６

１４
，５
４２

▲
１
．０

１
，４
３１

▲
５
．９

２
，３
７７

５
．５

５８
０

３
．２

８９
５

４
．６

３８
４

▲
４
．５

平
成
１３
年
１
月

４
，５
４０

▲
７
．０

９
，１
４０

▲
８
．２

１
，２
４４

▲
８
．２

２
，１
７３

２
．５

５２
６

▲
０
．１

８４
７

１
．８

１９
０

▲
３
．７

２
月

５
，８
６９

▲
５
．８

１２
，１
４５

▲
７
．０

１
，２
９５

▲
５
．８

２
，１
５４

▲
４
．８

５１
０

▲
１１
．３

８５
９

▲
２
．５

３２
９

０
．１

３
月

６
，２
１１

▲
２
．４

１２
，６
８８

▲
５
．３

１
，３
３７

▲
９
．７

２
，２
５２

▲
５
．７

４９
７

▲
１７
．７

８８
０

▲
４
．８

５７
４

０
．８

平 成 １３ 年 度

４
月

５
，４
０７

▲
１
．２

１１
，０
４０

▲
５
．７

１
，３
５１

▲
１１
．７

２
，０
９４

▲
４
．６

４７
２

▲
１９
．４

８６
４

▲
３
．０

２９
０

４
．５

５
月

５
，２
７４

▲
４
．０

１０
，７
６２

▲
６
．９

１
，３
２１

▲
１２
．２

２
，１
３５

▲
５
．４

４８
１

▲
１６
．２

９１
２

１
．１

２１
４

▲
３
．１

６
月

５
，５
７４

▲
７
．０

１１
，６
３５

▲
１０
．２

１
，３
４４

▲
１２
．２

２
，１
６６

▲
８
．６

５０
５

▲
１４
．２

８９
０

▲
６
．６

２６
０

４
．７

７
月

５
，７
９９

▲
４
．７

１１
，８
９８

▲
７
．９

１
，３
４３

▲
１０
．２

２
，１
３２

▲
７
．６

４９
２

▲
１３
．５

８９
６

▲
３
．７

２５
３

▲
１２
．９

８
月

５
，０
７０

▲
１０
．４

１０
，６
２８

▲
１１
．１

１
，２
２７

▲
１３
．３

２
，０
７２

▲
１２
．２

４５
８

▲
２３
．７

８４
０

▲
８
．５

２３
６

▲
１５
．７

９
月

５
，６
１２

▲
７
．０

１１
，６
５８

▲
７
．３

１
，２
８４

▲
１３
．２

２
，１
５３

▲
１３
．１

４８
９

▲
１８
．３

８５
５

▲
１０
．２

２７
１

▲
９
．７

１０
月

６
，４
５１

▲
１
．８

１２
，９
４０

▲
５
．１

１
，３
７１

▲
１０
．６

２
，３
１９

▲
１０
．３

５２
０

▲
２０
．０

９６
５

▲
３
．５

３１
６

▲
３
．９

１１
月

６
，５
２４

▲
１
．１

１３
，２
４８

▲
３
．１

１
，３
３３

▲
１０
．３

２
，３
４４

▲
６
．８

５３
６

▲
１３
．０

９４
３

▲
３
．３

３７
８

▲
０
．９

１２
月

６
，３
０５

▲
８
．６

１３
，４
６１

▲
７
．４

１
，２
６０

▲
１１
．９

２
，１
８６

▲
８
．０

５０
２

▲
１３
．４

８６
８

▲
３
．１

３３
１

▲
１３
．６

平
成
１４
年
１
月

４
，６
０７

１
．５

９
，２
３３

１
．０

１
，０
９４

▲
１２
．１

２
，０
９５

▲
３
．６

５０
０

▲
４
．９

８７
３

３
．１

２１
８

１４
．５

２
月

５
，５
９９

▲
４
．６

１１
，６
７８

▲
３
．８

１
，０
８３

▲
１６
．４

２
，１
３３

▲
１
．０

５２
０

２
．０

８７
５

１
．９

３０
８

▲
６
．５

３
月

５
，５
８９

P
▲
１０
．０

１１
，７
８７

▲
７
．１

１
，１
８５

▲
１１
．４

２
，１
７５

▲
３
．４

５３
６

７
．８

９１
６

４
．０

５０
５

P
▲
１１
．９

（
注
）
１
．
各
資
材
の
需
要
量
は
四
捨
五
入
し
て
算
出
し
て
い
る
た
め
，
各
月
の
合
計
と
年
度
計
と
は
一
致
し
な
い
。

２
．
前
年
比
欄
の
▲
は
マ
イ
ナ
ス
。

３
．
前
年
比
欄
に
P
と
あ
る
数
値
は
速
報
値
。

（
出
典
）・
セ
メ
ン
ト
…
社
団
法
人
セ
メ
ン
ト
協
会
資
料

・
木
材
…
農
林
水
産
省
資
料
（
製
材
統
計
）

・
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
…
社
団
法
人
日
本
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
協
会
資
料
（
石
油
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
統
計
月
報
）

・
生
コ
ン
ク
リ
ー
ト
…
全
国
生
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
業
組
合
連
合
会
・
協
同
組
合
連
合
会
資
料

・
普
通
鋼
鋼
材
，
形
鋼
，
小
形
棒
鋼
…
社
団
法
人
日
本
鉄
鋼
連
盟
資
料

５２ 建設マネジメント技術 2002年 7月号
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セメント協会の資料の値を用いている。

� 生コンクリート

全国生コンクリート工業組合連合会組合員工場

の出荷量とその他の工場の推定出荷量とを加えた

出荷量を対象としている。

「出荷量」＝「組合員工場出荷量」

＋「その他工場推定出荷量」

なお，実績値は全国生コンクリート工業組合連

合会の資料の値（「組合員工場出荷量」および

「その他工場推定出荷量」）を用いている。

� 骨材および砕石

メーカーの国内向け出荷量を対象としている。

なお，実績値は経済産業省製造産業局住宅産業

窯業建材課窯業室の値を用いて算出している。

� 木 材

国内メーカーの製材品出荷量を対象としてお

り，建設向け以外の量を含んでいる（通常，建設

向けの製材品出荷量は全体の約８割を占めてい

る）。また，製材用素材として外材を含んでい

る。

なお，実績値は農林水産省「製材統計」の値を

用いている。

� 普通鋼鋼材および形鋼

国内メーカーの国内建設向け受注量を対象とし

ている。

なお，実績値は（社）日本鉄鋼連盟の資料の値

（国内向け受注総量から国内建設向け受注量を推

計したもの）を用いている。

� 小形棒鋼

国内メーカーおよび国内販売業者からの国内建

設向け出荷量を対象としている。ただし，海外メ

ーカーからの輸入量は含まれていない。

なお，実績値は経済産業省「鉄鋼統計月報」の

値を用いている。

� アスファルト

国内メーカーの建設向けストレートアスファル

ト出荷量（燃焼用および工業用を除いている）と

海外メーカーからの建設向けストレートアスファ

ルト輸入量とを加えた国内建設向け出荷量を対象

としている。

「建設向け出荷量」＝「国内建設向け出荷量」

＋「建設向け輸入量」

なお，実績値については，「建設向け出荷量」

は（社）日本アスファルト協会「石油アスファルト

統計月報」の値を用いている。

� 平成１４年度の主要建設資材需要見通し

平成１３年度の主要建設資材の需要量は，建設投

資が前年比９．２％減（見込み）で，うち民間投資

の住宅が８．８％減，非住宅が１２．２％減となること

から，鋼材類（形鋼），木材については大幅な減

少，その他の資材についても減少となっている。

平成１４年度の主要建設資材の国内需要は，建設

建設マネジメント技術 2002年 7月号 ５３
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投資が政府投資，民間投資ともに減少し，全体で

は前年比５．４％減となることから，すべての資材

について減少する見通しである（表―３）。

� セメント，生コンクリート

平成１３年度における需要量は，セメントが対前

年度比５．１％減の６，７８１万 t，生コンクリートが同

６．４％減の１３，９９７万m3となっている。平成１４年度

においては，セメントが対前年度比５．６％減の

６，４００万 t，生コンクリートが同５．０％減の１３，３００

万m3と見通される。

� 骨材，砕石

平成１３年度における需要量は，骨材が対前年度

比３．３％減 の４４，０４３万m3，砕 石 が 同３．７％減 の

２５，４９９万m3と推計される。平成１４年度において

は，骨材が対前年度比５．８％減の４１，５００万m3，砕

石が同５．９％減の２４，０００万m3と見通される。

� 木 材

平成１３年度における需要量は，対前年度比１２．０

％減の１，５２０万m3となっており，平成１４年度にお

いては，対前年度比３．０％減の１，４７５万m3と見通

される。

� 普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼

平成１３年度における需要量は，普通鋼鋼材が対

前年度比７．２％減の２，６００万 t，形鋼が同１２．９％減

の６０１万 t，小形棒鋼が同２．７％減の１，０７０万 tの実

績見込みであり，平成１４年度においては，普通鋼

鋼材が対前年度比４．６％減の２，４８０万 t，形鋼が

同３．５％減の５８０万 t，小形棒鋼が同４．７％減の

１，０２０万 tと見通される。

� アスファルト

平成１３年度における需要量は，対前年度比５．８

％増の３５８万ｔの実績見込みであり，平成１４年度

においては，対前年度比６．４％減の３３５万ｔと見通

される。


 そ の 他

なお，本建設資材の需要見通しは，今後，経済

情勢等に大きな変化が生じた場合は，必要に応じ

て見直す場合がある。

おわりに

わが国経済は，景気は依然厳しいものの，輸出

等の増加により生産は下げ止まっており，個人消

費についても一部で底固さがみられるなど，底入

れしている状況である。また，平成１４年度の建設

投資は，政府投資，民間投資ともに減少し，全体

では前年比５．４％減と見通されている。

当室としては，このような経済情勢の下，建設

資材需要動向について，より精度の高い情報提供

を重要課題として取り組んでいるところであり，

関係各位におかれましては，引き続きご理解，ご

協力をお願いする次第であります。

なお，本件は，国土交通省のホームページ（統

計情報のページ）で紹介していますのでご参照く

ださい（http : //www.mlit.go.jp／）。

表―３ 平成１４年度主要建設資材需要見通し

資材名称 単位
需 要 量 伸び率

H１２年度
実績値

H１３年度
実績見込み

H１４年度
見通し １３／１２ １４／１３

セメント 万 t ７，１４４６，７８１６，４００ －５．１％－５．６％

生コンクリート 万m3１４，９５０１３，９９７１３，３００ －６．４％－５．０％

骨 材 万m3４５，５５２４４，０４３４１，５００ －３．３％－５．８％
砕石 万m3２６，４７１２５，４９９２４，０００ －３．７％－５．９％

木 材 万m3 １，７２８１，５２０１，４７５－１２．０％－３．０％

普通鋼鋼材 万 t ２，８０２２，６００２，４８０ －７．２％－４．６％
形鋼 万 t ６９０ ６０１ ５８０－１２．９％－３．５％
小形棒鋼 万 t １，１００１，０７０１，０２０ －２．７％－４．７％

アスファルト 万 t ３８０ ３５８ ３３５ －５．８％－６．４％

（注）１． 本見通しは，「平成１４年度建設投資見通し
（国土交通省情報管理部建設調査統計課平成１４
年４月３０日公表）」をもとに推計したものであ
る。

２． 見通しの有効数字は，セメントは〔１００万
t〕，生コンクリート，骨材および砕石は〔１００
万m3〕，木材は〔２５万m3〕，普通鋼鋼材，形鋼
および小形棒鋼は〔１０万 t〕，アスファルトは
〔５万 t〕。
３． 各資材の推計量は，セメントは〔販売等
量〕，生コンクリート，骨材および砕石は〔出
荷量〕，木材は〔製材品出荷量〕，普通鋼鋼材，
形鋼は〔建設向け受注量〕，小形棒鋼は〔建設
向け出荷量〕，アスファルトは〔建設向け出荷
等量〕。

４． 平成１３年度の各資材の需要量はセメント，ア
スファルト以外は実績値である。

５４ 建設マネジメント技術 2002年 7月号


